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主査名 岡村敏之 東洋大学教授 

研究テーマ 
アジア地域での MaaS や CASE などのモビリティ技術の社会実装

に関する事例分析  

研究の経過（4 月～9 月）： 

本研究は、経済活動が拡大し交通需要と自動車需要の伸びが継続的に見込まれる主にアジ

ア地域の新興国を中心として、MaaS や CASE などのモビリティ技術のマクロ的な動向を把

握したうえで、社会実装の現状と課題について、主にタイ、インドネシア、フィリピン、ベ

トナム、中国を想定して調査対象を設定しそれらの情報を収集し、モビリティ技術の社会的

普及の動向を俯瞰することを目的としている。 

上期については、研究メンバーによる現地訪問等の機会を活用した、技術実装の資料収集

を行った。上期での研究メンバーの現地訪問による成果の主な概略は以下のとおりである。 

中村文彦メンバーは、エクアドルの首都キトを訪問した。その際に、現地でのトロリーバ

スによる Bus Rapid Transit （BRT）の運用状況の調査、および現地政府等へのヒアリング

を行った。トロリーバスによる BRT の例は少なく（他は、仏リヨンなど）、事例として注視

すべき対象である。現地のトロリーバスの BRT は、導入から年月を経ているが、昨年まで

は集電ではなくディーゼルエンジンでの走行が主であった。しかし今年にはいって状況が変

化し、多くの車両が架線集電による運行となっていた。多くの車両は中国メーカー製である。

電動化という観点からは、既存技術であるトロリーバスも広義の EV として、架線インフラ

の活用が重要という認識に現地が変化していることが報告された。 

太瀬隆敬メンバーは、フィリピンの首都マニラ、およびネパールの首都カトマンズを訪問

した。マニラでは、クラーク地区における自動運転および EV の実装実験が NEDO の支援

により行われていることが報告された。また、電動キックボードおよび電動自転車シェアリ

ングのサービスの開始状況、大手ショッピングモール（SM）の駐車場における無料の充電

設備導入（62 モール 111 か所）の現状も報告された。カトマンズでは、バス等の公共交通

は依然として零細事業者（個人オーナー）によるインフォーマルな運営となっており、バス

等のサービス（ルート、料金等）のデータは公的には存在していないものの、インドの民間

事業者（tummoc）によるルート検索アプリが運用を開始していることが報告された。 

下期へ向けて（課題等）： 

 メンバーが集まり成果を共有する研究会は開始が下期となり、第１回は１０月２８日に実

施し、以降は数か月ごとでの開催により、各メンバーの調査成果の共有を行う。引き続き各

メンバーによる調査（主にタイ、インドネシア、フィリピン、ベトナム、中国。加えてその

他の地域も適宜加える。）を継続する。 
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